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今回のテーマ︓ 企業が国外に委託する研究開発費用加算控除関連政策 
2018 年 6 月 25 日、財政部、税務総局及び科学技術部は『企業が国外に委託する研究開発費用加
算控除関連政策に関する問題の通知』（財税[2018]64 号）（以下 64 号⽂と略称）を公布した。
本通知は 2018 年 1 月 1 日より実施される。 
 
新旧政策主要な変更内容 
共通点︓国外の個人に委託する研究開発費用は国外研究開発費用として企業所得税加算控除の優
遇税制の対象とはならない。 
相違点︓ 

種類 新たな政策 元の政策 
政策 
内容 

企業が国外へ委託する研究開発費用は実際発生額の
80%を委託者の国外委託研究開発費用として計上でき
る。国外委託研究開発費用は国内研究開発費用の三分
の二までを条件として、企業所得税加算控除することがで
きる。 

『研究開発費用加算控除政策の最適化
に関する通知』（財税〔2015〕119号）
の第二条により、「企業の、国外機関また
は国外個人へ委託する研究開発費用
は、加算控除できない」（廃止された）。 

証明 
資料 

技術開発契約書登録との関連事項を明確にしたうえで、
優遇税制適用申告に関し将来の税務調査のために保存
の必要がある資料については簡素化を⾏う。 

『国家税務総局が企業研究開発費用加
算控除政策に関する問題の通知』（国
家税務公告 2015 年第 97 号）将来の
税務調査のために保存の必要がある資
料は複雑である。 

 
お⾒逃しなく︓ 
 企業所得税 

64 号⽂の公布は、企業の所得税加算控除範囲を拡大すると同時に、企業の税務コンプライアンス
に対し更なる高い水準を求めるものである。企業は経営状況及び関連税収規定により、自己の判断
で優遇税制を適用するかどうかを判断する必要がある。条件が適合する場合には、免除される税⾦
⾦額を自ら計算し、企業所得税申告書を作成することで、優遇税制を受けることができる。したがって、
企業は自己の経営環境について正確に判断することが求められることとなったといえる。 
 

 証明資料保存 
税務当局の要求により、企業が将来の税務調査のために保存の必要がある資料の保存期限は、優
遇を受ける当年度企業所得税確定申告期間の終了日の翌日から 10 年である。 
 

 移転価格 
64号⽂により、委託者と受託者との間に関連関係が存在する場合には、受託者は委託者に研究開
発項目費用に関する詳細な情報を提供する必要がある。研究開発費用実際発生額は独⽴交易
原則によって確定されるべきである。 

以上 
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